
決算説明資料
（2022年6月期 第2四半期）
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２０２２年６月期 第2四半期 決算概要

（単位：百万円） 前期 今期 前期比 ％ 備考
売 上 高

ビリング
Eビリング

その他

4,550
397

3,747
406

4,452
407

3,581
464

△98
10

△166
58

△2.1％
2.5％

△4.4％
14.2％

コロナによる交通系減少
返金/送金ニーズ増加＝ネットDE
受取の取り扱い増
※金額は新収益基準が適用されております。

売 上 原 価 3,840 3,721 △119 △3.0％ 手数料仕入減、外注労務費減

売 上 総 利 益 709 731 22 3.1％
販 管 費 372 346 △26 △6.9％ 間接部門統合効果、旅費交通費減

営 業 利 益 336 385 49 14.5％
経 常 利 益 357 386 29 8.1％
当 期 純 利 益 247 282 35 14.1％
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コロナの影響（交通系）
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利益率高い（＝償却資産大きい）交通領域未だ（対コロナ前）６割減

期 40期 7-12月 対39期 7-12月 対38期 7-12月 対38期進捗率
コロナ影響 6ヵ月 6ヵ月 0ヵ月

航空 91,257,484 18,679,249 -95,551,319 49%
鉄道 36,671,078 20,431,147 1,570,218 104%
船 7,093,885 1,045,699 -1,959,182 78%

バス 147,210,918 12,038,714 -268,914,301 35%
合計 282,233,365 52,194,809 -364,854,584 44%

航空 54,851,029 9,263,091 -57,700,524 49%
鉄道 12,182,404 5,463,958 -550,037 96%
船 3,539,105 490,148 42,756 101%

バス 101,165,887 5,600,482 -166,493,725 38%
合計 171,738,425 20,817,679 -224,701,530 43%

単位：円

売上

粗利益

コロナの影響（交通系）
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• 定期券、回数券の非対面販売導入活発、鉄道へも展開
• 利用可能路線450、バスもり！アプリDL数40万件突破、アクティブユーザー3万人
• （一回券向けにアプリDL不要な）バスもり！2順次投入
• Maasプラットフォーム展開状況

（函館Maas → 仙台Maas → オホーツクMaaS → 徳島JAL MaaS）
• 今期中に「支払秘書」ノンストップ決済と連携でシナジー効果を見込
• 後方処理まで含むトータル的なDXプラットフォームへ拡大

期 40期 7-12月 対39期 7-12月 対38期 7-12月 対38期進捗率
コロナ影響 6ヵ月 6ヵ月 0ヵ月
紙チケット 88,201,205 1,026,846 -261,651,691 25%

デジタルチケット 39,267,825 9,959,222 10,810,731 138%

紙チケット 52,340,761 -1,183,434 -162,814,788 24%
デジタルチケット 29,232,266 5,585,201 7,741,504 136%

売上

粗利益

単位：円

DX加速（スマホチケット）



バスもり！進捗状況（2022年1月現在）

• 京浜急行バス
• JRバス関東
• 東急バス
• JRバス北海道
• JRバス東北
• JR北海道(鉄道)
• 長野電鉄 他

バスもり！スマホ定期(2017年3月リリース)

バスもり！電子もぎり（2018年1月リリース）

バスもり！スマホチケット(２０１６年８月リリース) 【幹事会社のみ記載】

• 京浜急行バス
• 奈良交通
• 大阪バス
• 中国バス
• 下津井電鉄
• 南海バス
• 近鉄バス
• 加越能バス
• 関東バス
• 千曲バス

• 京王電鉄バス
• JRバス東北
• 東北急行
• 防長交通
• JRバス関東
• 西日本JRバス
• JR四国バス
• とさでん交通
• 西東京バス
• 関東鉄道
• 四国高速バス

• 日本中央バス
• 高松エクスプレス
• 羽後交通
• 西武バス
• 岩手県北バス
• 伊予鉄道
• 神姫バス
• アルピコ交通
• 北海道中央バス
• 名鉄バス

• 関東自動車
• 福島交通
• 北陸鉄道
他

• 北海道中央バス(空港連絡バス)
• 西鉄バス／九州産交(回数券)
• 名鉄バス(回数券)
• JRバス関東(回数券) 他

バスもり！MONTA（2016年リリース）

• 京王バス
• アルピコ交通
• 山梨交通
• 東急トランセ
• 長電バス
• 岩手県北バス

ALTAIRチケットサービス（2020年12月リリース）

• 京浜急行バス(周遊券)
• JRバス関東(セット券)
• 仙台Maas(周遊券等)
• 函館Maas(周遊券等)  他

導入路線数：140路線導入路線数：240路線

導入路線数：30路線 導入路線数：40路線導入路線数：約20路線 6
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ALTAIR MaaS推進状況

■函館MaaS ■道南、道東、オホーツクエリアMaaS

■仙台（仙台市）、横須賀（京急）、徳島（徳島市）エリアMaaS 等
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ALTAIR 同一実行環境

交通事業者 各ブランド

ウェルネット
全国販売サイト

Maasへ展開

一回券
Web版バスもり！

Ⅱへ移行

クラウドサービスとしてのALTAIR
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ALTAIR 予約・発券・在庫All-in-Oneシステム



日本初の取組み 航空×バスのMaaS実証実験
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■JAL MaaS × ＡＬＴＡＩＲ

ＡＬＴＡＩＲへＪＡＬ ＭａａＳで
経路検索



JAL MaaS 報道関連
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■日本経済新聞 ■プレスリリース

■プレスリリース
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関西電力、九州電力、北海道電力、北海道電力コクリエーション、東北電力、四国電力、北陸電力、中部電力ミライズ、
中国電力

Peach Aviation

茨城交通、アルピコ交通、名鉄バス、ジェイアールバス関東、三重交通、加越能バス、川越観光自動車、北海道恵庭市、
北都交通、 北海道中央バス、北陸鉄道、全但バス、西日本鉄道、関越交通、昭和自動車、千曲バス、広島電鉄、中国バ
ス、南越後観光バス、関東鉄道、高松エクスプレス、岩手県北自動車、ジェイアール四国バス、サンデン交通、奈良交通、
琴参バス、京浜急行バス、しまバス、山交バス、徳島バス、防長交通、日田バス、西日本ジェイアールバス、富山県射水市、
大川自動車、朝日自動車、北海道バス、和歌山電鐵 他

ＪＲ（九州、西日本、東日本、北海道、四国）、アルピコ交通、長野電鉄、上田電鉄

KDDI

Amazon.co.jp、ekaiin.com、ブランディアオークション、近鉄百貨店ネットショップ、島村楽器 オンラインストア、島村楽器
楽譜便、島村楽器 ギターセレクション、おけいこタウン、Mingles、Eストアー、グルト メンバーペイ、プレミアム付商品券（う
きは市、太宰府市、箱崎商店連合会、平尾商工連合会、日田市、みやま市）、FlyStation、クリスタルインターナショナル、
セゾン自動車火災保険

おづ薬局、ミドリメディカル、たむら薬局、ハーモニー、うさぎ調剤薬局、西田薬局、田町駅前薬局、大和調剤センター、ベ
ストシステム、薬局だいきち、トラストファーマシー、広尾調剤薬局、ハートランド、チューリップ調剤、ハートエンタープライズ、
はるにれ企画、スギ薬局、ジョブ・クローバー、メディハート、メドレイズ、下宿薬局

公共料金以外の払込票（当社コンビニ収納代行サービス利用事業者）読み取りにも対応、200社以上（2020年12月～）

支払秘書 提携加盟店一覧（2022年1月現在）



• 販売事業者側に寄り添う安全・安心（競合化しな
い）できるプラットフォーム

• 収納機関になったことによる自由度高い市場開拓

• ”決済仕入が発生しない”「決済付」プラットフォーム
自社開発・運用／提携が可能
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「支払秘書」の活かし方



会員管理システムekaiinの概要
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ekaiinはウェルネットが長年マーケットから収集した中小団体/事業者のニーズを研究し、団体の請求、決
済の利便性を向上させる為に2021年3月から提供開始したクラウドサービス。



大学生協のオンライン販売サイトとして利用
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オンライン寄付 日本最大級カトリック教会
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• 総額2.2億円のウェルネット基金を創設、2016年以
降北海道内高専学生462名に、5,381万円を支援、
経済的な理由で退学する学生0を達成

• 札幌新社屋は、省エネルギー、省資源、緑化などの
面で環境配慮された建築物に与えられる、札幌市条
令「CASBEE札幌」のAランクを取得

• 社員の働く環境・健康に配慮したオフィス設計により、
「WELL認証」のプラチナランク取得を目指す
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ＷＥＬＬＮＥＴの社会貢献



21/6期 22/6期 前期比 ％

売 上 高 8,842 9,600 758 109％

営 業 利 益 567 730 163 129％

経 常 利 益 666 730 64 110％

当期純利益 393 500 107 127％
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単位：百万円

• 特に遠隔地への人の移動の回復状況に大きな影響を受けます。

• 配当性向 50%を維持予定

2022年6月期 業績予想


